様式４
事業者概要調書
	１　事業者名

	

	２　代表者
	

	３　所在地
	


	４　創業年月日、
営業年数
	創業年月日
年　　月　　日
	本社営業年数
　　　　　年
	市内営業年数
　　　　　年

	
　従業員数
	
	役員
	正規雇用
	非正規雇用
	その他

	1. 
	全　社
	
	
	
	

	2. 
	(市内)
	（　　）
	（　　）
	（　　）
	（　　）

	５　決算の状況
　　直近３か年
（決算日）
　年　月　日
　　　～
　年　月　日
（株式会社、公益法人、社会福祉法人（＊）以外の法人等の場合は記入できるところを記入してください。）
		
	年度
	年度
	年度

	流動資産
	千円
	千円
	千円

	流動負債
	千円
	千円
	千円

	流動比率
	％
	％
	％



	固定資産
	千円
	千円
	千円

	自己資本
	千円
	千円
	千円

	固定比率
	％
	％
	％



	経常利益
	千円
	千円
	千円

	総資本
	千円
	千円
	千円

	総資本経常利益率
	％
	％
	％


※千円未満は切り捨て、％については小数第２位を四捨五入し、少数第１位まで記載してください。

	６　総売上高
	

	７　事業内容
①主たる事業




②主たる事業以外	



	８　経営理念






	９　再生手続き等の有無について（右欄の該当するものに丸を付けてください。）
指定管理者の申請に際し、次の事項について虚偽でないことを申し立てます。

	①会社更生法（平成１４年法律第１５４号）､民事再生法（平成１１年法律第２２５号）等の規定に基づき､更生手続又は再生手続をしているか
	・手続きをしている
・手続きをしていない

	②本市から指名停止措置を受けているか
	・指名停止を受けている
・指名停止を受けていない

	③地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する　か（この条文では、一般競争入札の参加資格がない者について規定している。）
	・参加資格がある
・参加資格がない

	④鹿児島市が行う契約からの暴力団排除対策要綱（平成２６年３月２７日制定）に基づく入札参加除外措置を受けているか
	・除外措置を受けている
・除外措置を受けていない

	⑤暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団又は同条第６号に規定する暴力団員の統制下にある団体に該当しているか
	・該当する
・該当しない





＊公益法人、社会福祉法人については、次の適用項目に読み替えた上で記入してください。


image1.emf
項目 法人種類 参照すべき財務諸表 適用項目

公益法人 貸借対照表 正味財産

社会福祉法人 貸借対照表 純資産

公益法人 貸借対照表 負債及び正味財産合計

社会福祉法人 貸借対照表 負債及び純資産の部合計

公益法人 正味財産増減計算書 当期経常増減差額

社会福祉法人 事業活動計算書 経常増減差額

自己資本

総資本

経常利益


